
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 0 0

要求額 0 0

決定額

    　市町村が子ども食堂及び子ども宅食の開設、運営を実施する場合、又は子ども食
　　堂や宅食を支援する事業に対して、県が補助（間接）を実施。

　子どもの貧困対策を進めるため、子どもの居場所でもある子ども食堂・宅食について市
町村が地域の実情に応じて取組んでいるところであるが、市町村の中には財源や人員不足
等により、十分に取組みが進んでいない現状がある。
　令和5年12月22日に国においても「こども大綱」及び「こどもの居場所づくりに関する指
針」が、閣議決定され居場所づくりが、進めていくこととなっている。
　このため、県においてもこどもの貧困対策を進めていくため、こどもの居場所でもある
子ども食堂等の増加、継続に向けて支援を進めていく必要がある。
（子ども食堂補助に関する議会質問）
　・R5.12月議会：伊藤（正）議員（県民クラブ）、R6.6月議会：中川議員（共産党）
　　R6.9月議会：森治久議員（県政自民クラブ）

7,328

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0

（２）事業内容

0 0

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

予 算 要 求 資 料

電話番号：058-272-1111(内3554)

E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp

令和7年度当初予算 支出科目 款：民生費　項：児童福祉費　目：母子福祉費

 ＜財源内訳＞

事 業 名

健康福祉部　子ども・女性局　子ども家庭課  子ども支援係

一　般

7,328

財　源

11,238

収　入
その他 県　債

 子ども食堂・子ども宅食運営支援事業費補助金

(前年度予算額： 11,2387,328１ 事 業 費

財 源 内 訳

0 0

千円)

0

11,238

寄附金

0

事業費

0 0

２ 要 求 内 容

0



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

（２）国・他県の状況
　　・国においては、こども大綱及びこどもの居場所づくりに関する指針（令和5年12月
　　　22日閣議決定）により、居場所づくりが推進されている。
　　・他県においては、子ども食堂に向けて、県の支援が行われている。

（３）後年度の財政負担
　    特に負担の大きい開設時の費用や運営費を支援するとともに、継続的に運営
    費を支援することにより、県内の子ども食堂及び子ども宅食を増加・継続させ
    る。

市町村への間接補助金

事業内容

４ 参 考 事 項

　    県１／２（５年間）

　    有（地域こどもの生活支援強化事業（国こども家庭庁））

7,328

　    第４次岐阜県少子化対策基本計画
　　　  第４章.Ⅳ　子育てにやさしい社会づくり（４）子どもの貧困対策の推進

7,328

事業内容の詳細

（４）事業主体及びその妥当性

３ 事業費の積算 内訳

補助金

合計

金額

　　　他県でも子ども食堂の支援はされており県の事業としては妥当。
　　　また、国の大綱等及び現在策定を進めている県こども計画及びそれに紐づくこど
　　もの貧困対策アクションプラン等の計画において貧困対策として実施ていく必要が
　　ある。

（１）各種計画での位置づけ

決定額の考え方
　



□

■

・終期までに何をどのような状態にしたいのか

R5年度
実績

R4年度
4,985千円

（目的）子どもの居場所としての子ども食堂及び食の提供を
　　　通じて子どもの見守りを実施する子ども宅食事業の増
　　　加を図る。

補助事業の概要

（事業内容）
補助事業名 子ども食堂・子ども宅食運営支援事業費補助金
補助事業者（団体） 市町村

（理由） 地域の実態を把握している市町村の取り組みを支援
するため

県 単 独 補 助 金 事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

　孤食など生活面に困難を抱える子どもの場所としての子ども食堂や支援が
必要な子どもを見守ることができる子ども宅食の増加。

補助率・補助単価等 定率
（内容） 補助率１/２（５年間）
（理由） 特に負担の大きい解説時の費用や運営費を支援
　　　するとともに、継続的に運営費を支援し、子ども食堂
　　　及び子ども宅食の増加を図る。

終期の設定 令和１１年度
（理由） 終期到来時に目的の達成状況や社会情勢等を踏まえ
て、その後の方針を検討し、継続や廃止等を判断する。

（事業目標）

目標 目標 (R11) 達成率

（目標の達成度を示す指標と実績）

指標名
事業開始前 R6年度 R7年度 終期目標
(H29)

補助金交付実績
（単位：千円）

R3年度 R5年度
3,744千円 4,504千円

（内容）市町村が子ども食堂及び子ども宅食の解説・運営を
　　　実施または支援する事業を行った際に、補助する。

補助効果 　県内の子ども食堂及び子ども宅食の増加を図ることが
できる。

①子ども食堂及
び子ども宅食の
解説・運営を支
援するため当補
助金を活用する
市町村数 3 13 20 20 20 70%



・事業が直面する課題や改善が必要な事項

令
和
５
年
度

令
和
３
年
度

当該補助金の活用する市町村数が、増加した。（R2:9→R5:14）

指標① 目標：２０ 実績： １４ 達成率： ７０％

(評価) 　市町村担当者会議等の機会を利用し、補助金の周知と市町村における活用
を依頼し、着実に支援する市町村は増加している。

２

　当該補助金の利用は、Ｒ3年度実績と横ばいの状況であったが、当該補助金と市
町村が単独で補助する数との合計は増加（R4:17→R5：22）

指標① 目標：２０ 実績： １３ 達成率： ６５ ％

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

(評価) 　平成30年の国民生活基礎調査によると子どもの貧困率13.5％のうちひとり
親である家庭の貧困率が48.1％であり、非常に高い数値である。貧困の連鎖
を断ち切るためにも、市町村と連携して子どもの貧困対策に関する事業（子
ども食堂、子ども宅食）を推進する必要がある。

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり（単年度目標100％達成かつ他に特筆できる要素あり）
　２：期待どおりの成果あり（単年度目標100％達成）
　１：期待どおりの成果が得られていない（単年度目標50～100％）
　０：ほとんど成果が得られていない（単年度目標50％未満）

(評価) 　平成29年度の事業開始年度以降、当該補助制度を活用する市町村は着実に
増え、令和4年度には14市町となった。

２

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　子ども食堂や子ども宅食の解説・運営を実施または支援する市町村が十分ではな
く、引き続き困難を抱える子どもへの支援として継続して実施する。

（今後の課題）

　子どもの居場所としての子ども食堂とアウトリーチ型の子ども宅食事業の双方を支
援していく中で、市町村や運営団体間において運営ノウハウの共有うや相互の連携が
必要になる。

（次年度の方向性）

３

（これまでの取組内容と成果）

令
和
４
年
度

　当該補助金の利用は、Ｒ3年度実績と横ばいの状況であったが、当該補助金と市
町村が単独で補助する数との合計は増加（R3:16→R4：17）

指標① 目標：２０ 実績： １４ 達成率： ７０％


